
３．申請区分・提出書類及び添付書類等

１） 申請区分
許可申請は、以下の１～９の中から該当するものを選んでください。

１．新 規 現在有効な許可をどの許可行政庁からも受けていない場合

２．許可換え新規 現在有効な許可を受けている許可行政庁以外の許可行政庁に対し、新たに許可

を申請する場合

３．般・特新規

ア 一般建設業の許可のみを受けている者が、新たに特定建設業の許可を申請する場合

イ 特定建設業の許可のみを受けている者が、新たに一般建設業の許可を申請する場合

４．業種追加

ア 一般建設業の許可を受けている者が、他の建設業について一般建設業の許可を申請する場合

イ 特定建設業の許可を受けている者が、他の建設業について特定建設業の許可を申請する場合

５．更 新 すでに許可を受けている建設業をそのまま続けようとするする場合

６．般・特新規 ＋業種追加 区分３と４を同時に申請する場合

７．般・特新規 ＋ 更新

区分３と５を同時に申請する場合 ※許可年月日の調整が必須となる

８．業種追加＋更新

区分４と５を同時に申請する場合 ※許可年月日の調整が必須となる

９．般・特新規 ＋業種追加＋ 更新

区分３と４と５を同時に申請する場合 ※許可年月日の調整が必須となる

※許可年月日の調整とは、上記 7.～ 9.のような申請を行う際に、既に許可を受けている全ての
業種についても許可の更新を行い、許可の有効期間の満了日を同一とすることをいいます。

許可承継の認可申請は、以下の１０～１３の中から該当するものを選んでください。

なお、認可申請（相続の認可を除く）は譲渡等を行う日の少なくとも３０日（入札参加資格の

承継を希望する場合は６０日）以上前に申請してください。

審査を円滑に進めるために、申請前に必ず余裕をもって事前相談をしてください。

１０.譲渡

１１.合併

１２.分割

１３.相続 ※個人事業に限る

２）変更等の届出
１．事実の発生したときから３０日以内に提出するもの

(1) 商号又は名称を変更したとき ※

(2) 既存の営業所の名称、所在地又は業種を変更したとき ※

(3) 法人の資本金額（又は出資総額）及び役員（株主含む）の氏名に変更があったとき ※

(4) 個人事業主の氏名又は支配人の氏名に変更があったとき ※

(5) 営業所を新設したとき

※入札参加資格の変更届を兼ねている。（役員の変更は代表者の変更の場合のみ）

２．事実の発生したときから２週間以内に提出するもの

(1) 常勤役員等（経営業務の管理責任者）に変更があったとき

(2) 専任技術者に変更があったとき

(3) 新たに令第３条に規定する使用人になったものがあるとき

(4) 常勤役員等（経営業務の管理責任者）、専任技術者が要件を欠いたとき、若しくは申請者、

申請者の役員、並びに政令で規定する使用人が法第８条の欠格要件に該当するとき

（ 5） 健康保険等の加入状況

３．毎事業年度経過後４ヶ月以内に提出するもの（(2)～(5)については変更があった場合のみ）

(1) 毎事業年度（決算期）を経過したとき（決算報告）

(2) 使用人数に変更があったとき

(3) 令第３条に規定する使用人に変更を生じたとき

(4) 定款に変更があったとき
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３）廃業等の提出 （事実発生の日より 30 日以内に提出）※
(1) 許可を受けた個人の事業主が死亡したとき

(2) 法人が合併により消滅したとき

(3) 法人が破産手続開始の決定により消滅したとき

(4) 法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したとき

(5) 許可を受けた建設業を廃止したとき
※入札参加資格の廃業届を兼ねています。（般・特新規や業種追加により、特→般になる

場合はその許可申請と同時に提出しなければ、廃業の処理のみが行われるため注意して

ください。）

※様式は国土交通省の法令改正等に伴い、適宜改正されることがあります。改正があった場合は、最
新の様式を県庁のＨＰ（建設業指導班のページ）に掲載します。原則として最新の様式でなければ受
付できませんので、十分に確認のうえ提出してください。

※当該手引に記載のある提出書類については、原則的なものであり、記載内容の確認に必要な他の書
類を求める場合があります。

※書類は両面で作成しないように注意してください。

※提出書類の編纂順は次の「許可申請書編纂順及び添付書類一覧表」のとおりです。なお、許可申請
書類は、正本（ 1 部）をＡ４縦型の【緑色紙ファイル】に綴じて提出してください。
変更届、廃業届はクリップ留めにより提出してください。
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〇知事許可の場合

●申請手数料

新規許可（般・特新規含む）・・90,000円
業種追加・更新許可・・・・・ 50,000円
いずれも大分県収入証紙により納付

許 可 申 請 者

●提出書類（許可申請書等の部数）

正本・・・１部（土木建築企画課用）

写し・・・２部（土木事務所用、申請者用）

⑧ ⑤ ④ ①

許 補 補 申

可 正 正 請

通 対 指 書

知 応 示 等

書 提

出

※申請書や変更届は主たる営業所を管轄する土

木事務所に提出してください。

土 木 事 務 所 ※許可通知書は県庁で作成後、土木事務所を通

じて渡すことになります。なお、許可通知書は

※ ※ 再発行できませんので、紛失しないように保管

確 審 してください。

⑦ ⑥ 認 ③ ② 査

許 補 補 進 ※土木事務所では許可申請書類の不足など、形

可 正 正 達 式的な審査を行った後に受付けます。許可要件

通 回 指 の詳細な審査は土木建築企画課において行うた

知 ※ 答 示 め、受付後においても許可要件が確認できない

書 審 等の理由により、許可ができない場合がありま

作 査 す。当該手数料は申請手数料であるため、その

成 ・ ※ 場合においても返還できません。申請の前には

決 審 しっかりと要件を確認してください。

裁 査

※建設業許可申請等において、検査（調査）が

必要な事項がある場合には、建設業法第 31条に
より、営業所等への立入検査（調査）を行う場

土 木 建 築 企 画 課 合があります。
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申請区分及び申請手数料

県知事許可の場合：①から⑧までの例示

① 申請区分【新規】

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 1 1
新規（一般） ９万円

申請時に既に許可を受けている建設業

② 申請区分【般・特新規】

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 2
般・特新規（特定） ９万円

申請時に既に許可を受けている建設業 1 1 1

※一般許可のみが新たに特定許可を申請。

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 1
般・特新規（一般） ９万円

申請時に既に許可を受けている建設業 2 2 2

※特定許可のみが新たに一般許可を申請。

③ 申請区分【業種追加】

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 1 1 1
業種追加（一般） ５万円

申請時に既に許可を受けている建設業 1 1

※注意 土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 2 2
業種追加（特定） ５万円

申請時に既に許可を受けている建設業 1 2

※既に特定許可（建）を受けているため、（土）の「一般から特定」への許可の切り替えの場合で

も特定許可の業種追加となる。一般と特定の両方の許可を受けている場合は、般・特新規の申請に

はならない。

④ 申請区分【更新】

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 1 2 1 1 2 1 更新（一般）５万円＋

更新（特定）５万円

申請時に既に許可を受けている建設業 1 2 1 1 2 1 ＝１０万円
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県知事許可の場合：①から⑧までの例示

⑤ 申請区分【般・特新規＋業種追加】

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 2 1 1 2 般・特新規（特定）９万円＋

業種追加（一般）５万円

申請時に既に許可を受けている建設業 1 1 ＝１４万円

※一般許可のみであるため、特定許可の申請は、「般・特新規」に該当し、併せて、一般許可の業

種を追加する申請。

⑥ 申請区分【般・特新規＋更新】

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 1 1 1 1 1 2 2 般・特新規（一般）９万円＋

更新（特定）５万円

申請時に既に許可を受けている建設業 2 2 ＝１４万円

※特定許可のみであるため、一般許可の申請は、「般・特新規」に該当し、併せて、既存の特定許

可の更新をする申請。

⑦ 申請区分【業種追加＋更新】

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 1 1 1 1 1 業種追加（一般）５万円＋

更新（一般）５万円

申請時に既に許可を受けている建設業 1 ＝１０万円

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 2 1 1 1 2 2 業種追加（一般）５万円＋

業種追加（特定）５万円＋

申請時に既に許可を受けている建設業 1 1 2 2 更新（一般）５万円＋更新（特定）

５万円＝２０万円

⑧ 申請区分【般・特新規＋業種追加＋更新】

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 【申請手数料】

許可を受けようとする建設業 2 1 1 1 2 1 1 1 般・特新規（特定）９万円＋

業種追加（一般）５万円＋

申請時に既に許可を受けている建設業 1 1 1 更新（一般）５万円＝１９万円
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